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　大阪府北河内府税事務所に働く職員・組合員の労働条件および職場環境について次のとおり要求します。

1． 従来からの労使慣行を遵守すること。

2． 労働条件にかかわる業務や職場環境の変更については、労使合意を前提に事前協議を行うこと。
3． １日勤務時間を拘束８時間（実働7時間、週35時間）に短縮を実現するために関係機関に働きかけること。府民サービスの低下と職場に混乱をもたらす「２部勤務制」を解消にむけ努力すること。
4． 「療養に専念させる」という本来の趣旨に沿って、病気休暇・休職制度の改善をはかること。病気休暇・休業・欠員が生じた場合、当該職場の労働条件を維持するため代替要員の確保を行うなど必要な措置を講じること。
5． 府税事務所に勤務するすべての職員平等に、税務職俸給表の適用、もしくは調整額の支給を行うよう、関係機関に働きかけること。
6． 労働条件を悪化させ、職場に矛盾と混乱を持ち込んでいる、相対評価は撤回すべきであり、「新人事評価制度」による評価結果の賃金リンクは撤回すること。

7． 長時間の通勤を解消するなど、職員の実質的な労働時間の短縮をはかること。
8． 「税収確保対策」を口実とした労働強化・管理強化を行わないこと。「滞納整理強調月間」等での週休日の出勤を押し付けないこと。

9． 同一職場に勤務する非常勤職員の労働条件は、職員の労働条件に密接に関連することから、その改善を行うこと。
10． 職場安全衛生委員会を開催し、大阪府職員安全衛生管理規程に基づく「快適な職場環境基準」による職場環境点検を定期的に実施し、問題点の改善を行うこと。ＶＤＴ作業における職員の健康管理体制の充実と作業環境の整備をおこなうこと。
11． 執務室等の冷暖房・換気には、万全の対策を講じること。また、冷暖房については、弾力的運用をはかること。また、各執務室・会議室で温度調整ができるよう改善すること。
12． 机をＶＤＴ作業に対応したものに入れ替えること。当面、錆びた物や引き出しが壊れている机・キャビネットは更新すること。
13． セクシャルハラスメント、パワーハラスメント防止のための対策を講じること。
また、あわせて以下のとおり要望します。
１．職員基本条例に基づく相対評価及び新人事評価制度は、圧倒的多数の職員が資質の向上にはつながらないと感じ、府民サービスよりも評価されるための仕事に向いかねないとの懸念を抱いています。全員が頑張っても順位付けされる「相対評価」を廃止してください。また、「新人事評価制度」に対し次のことを要望します。
①チャレンジシートと期初・期中面談は廃止すること。

②評価基準など評価制度の説明責任を果たすこと。

③評価結果を全面開示すること。

④第3者機関による「不服申し立て制度」を設置すること。

⑤「確認事項」を遵守すること。

２．税務業務の民間委託は納税者の個人情報保護の観点からも、大きな問題を持っています。また、民間委託は非正規雇用を前提とした入札でおこなわれています。極めて重要な個人情報を扱う税務業務の民間委託を撤回してください。職員による府民に信頼される公正・公平な税務行政を確立してください。
３．非常勤職員の労働条件向上むけに公契約条例を制定してください。
４．当所にＯＣＲ機を設置し、申告書等の搬送にかかるデリバリーリスク等の不合理を解消してください。
５． 所属長の責任のもとに、業務量に見合った適正な人員を確保してください。
府税業務の民間委託に伴った人員減により、職員への負担が増大している職場実態を踏まえ、人員措置を要求してください。特に、病気休暇・休業・欠員などに対する人員配置は速やかに行ってください。
６．自動車税全件引継は、必要な人員を配置せずに強行されており、職員の労働条件を大きく損なうとともに、画一的・強権的滞納整理につながる恐れがあることから、必要な人員を配置してください。

７．地方税向上対策によって、納税者の権利・プライバシーや市町村賦課徴収の自主権を損なわないこと。また、「共同徴収」については実施しないこと。
８．公用車については、法定点検など安全運行上、整備に万全を期してください。
９．執務室のレイアウト変更に際しては。職員の意見を反映させてください。
１０．受話器を取り替えてください。
１１．取り外した時計を復元してください。 
１２．事務用品、消耗品を整備してください。
１３．文書廃棄にあたっては、通常業務に支障をきたさない時期等、各課の状況に配慮してください。
